
行政改革大綱実施計画書 

大 綱 主 要 項 目 健全な財政運営 

具 体 的 な 項 目 歳出の削減 

実 施 計 画 項 目 人件費の抑制（一般職） 

担 当 課 総務課 関係課 全課 

No．Ⅵ－3－(1)①  27 28 29 30 31 

実施 

年度 

実施計画 ○ ○ ○ ○ ○ 

効果又は 

数値目標 

定員適正化計

画の策定 

定員適正化計

画に基づく定

員管理の実施 

定員適正化計

画に基づく定

員管理の実施 

定員適正化計

画に基づく定

員管理の実施 

定員適正化計

画に基づく定

員管理の実施 

進捗 

状況 

実績      

効果又は 

数値実績 
     

現状の分析 

本市においては、国家公務員準拠の原則により、適正な給与水準を維持している。 

国家公務員を基準として本市の給与水準を示すラスパイレス指数は、平成２６年４月１

日現在で９９．５であり、国家公務員の給与水準を下回っている。県内１４市との比較に

おいては１４市中７位のラスパイレス指数であり、県内自治体との比較においても適正な

給与水準を維持している。 

 また、普通会計における人件費の割合も平成２５年度実績で１１．３％と県内１４市で

一番低い率であり、人件費の抑制に努めている。 

課   題 

本市職員の給与については、国家公務員及び県内自治体との比較において適正な水準を

維持し、人件費率も低く抑えているが、厳しい経済情勢による歳入減及び行政需要の増加

に伴う歳出増を補うためには、総人件費の抑制を図ることが必要である。 

課題解決に向けた方策 

第１１次市勢発展長期計画、新市基本計画（平成２６年１２月変更版）、第５次定員適

正化計画等を踏まえ、平成２７年度中に第６次定員適正化計画を策定し、適正な定員の管

理に努める。 

取組内容等 

 現在実施している業務量調査による１年間の業務量を集計・分析し、適正な職員数を把

握することにより、平成２７年度中に第６次定員適正化計画を策定し適正な定員管理に努

める。 

今後の取組方針等 

 

 



行政改革大綱実施計画書 

大 綱 主 要 項 目 健全な財政運営 

具 体 的 な 項 目 歳出の削減 

実 施 計 画 項 目 人件費の抑制（超過勤務手当） 

担 当 課 総務課 関係課 全課 

No．Ⅵ－3－(1)② 27 28 29 30 31 

実施 

年度 

実施計画 ○ ○ ○ ○ ○ 

効果又は 

数値目標 
△１％ △１％ △１％ △１％ △１％ 

進捗 

状況 

実績      

効果又は 

数値実績 
     

現状の分析 

 平成２３年度までは、超過勤務は減少してきたが、平成２４年度から増加に転じ、平成

２５年度は大幅に増加（13.9％増）し、平成２６年度も増加（超過勤務：49,702時間、前

年比 23.3％増）している。 

 職員数の削減を進める中、地方分権の進展に伴う事務事業の増加や近年の自然災害への

対応等、業務量は増加傾向にある。 

 

課   題 

 総人件費の圧縮のほか、公務能率の低下や、職員の過重労働による健康障害発生の防止

のためにも、超過勤務の抑制を図る必要がある。 

課題解決に向けた方策 

 休日の勤務については振替を基本に対応し、勤務時間の縮減につなげているが、超過勤

務縮減への意識徹底や、職員間の業務配分見直しなどにより、超過勤務の抑制を図る。 

取組内容等 

・各課、各係の超過勤務状況の把握 

・各課、各係の状況に応じた、具体的な改善策の策定及び実施 

・これらの取り組みにより、平成３１年度超過勤務時間数を、平成２６年度対比で５％（年

度１％）削減する。 

今後の取組方針等 

 

 



行政改革大綱実施計画書 

大 綱 主 要 項 目 健全な財政運営 

具 体 的 な 項 目 歳出の削減 

実 施 計 画 項 目 補助金・交付金の見直し 

担 当 課 総務課 関係課 全課 

No．Ⅵ－3－(2) 27 28 29 30 31 

実施 

年度 

実施計画 ○ ○ ○ ○ ○ 

効果又は 

数値目標 
見直し 情報収集 情報収集 見直し 情報収集 

進捗 

状況 

実績      

効果又は 

数値実績 
     

現状の分析 

平成２１年度に補助金の見直し方針を策定し、補助金及び交付金の見直しを行った。 

補助金１７６件 ３３，３３５，０００円、交付金５２件 １，８５１，０００円 

平成２４年度に補助金の見直し方針を策定し、補助金及び交付金の見直しを行った。 

 補助金１８０件 ３２，７１０，０００円、交付金４７件 １０４，０００円 

課   題 

厳しい財政状況などを踏まえ、すべての補助金・交付金について、事業目的や公益的必

要性、有効性、公平性などを総合的に判断する必要がある。 

課題解決に向けた方策 

 市が交付するすべての補助金及び交付金について精査し、従来の慣行にとらわれること 

なく抜本的に見直しを検討する。 

見直しは３年ごとに行う。 

取組内容等 

・平成２７年度及び平成３０年度に見直しを行う。 

 

今後の取組方針等 

 

 

 



行政改革大綱実施計画書 

大 綱 主 要 項 目 健全な財政運営 

具 体 的 な 項 目 歳出の削減 

実 施 計 画 項 目 公共施設の管理 

担 当 課 企画課 関係課  

No．Ⅵ－3－(3) 27 28 29 30 31 

実施 

年度 

実施計画 ○ ○ ○ ○ ○ 

効果又は 

数値目標 

公共施設等

総合管理計

画策定 

公共施設等総

合管理計画策

定・実施計画

等策定準備 

公共施設実

施計画等策

定 

公共施設実

施計画等実

施 

公共施設実

施計画等実

施 

進捗 

状況 

実績      

効果又は 

数値実績 

     

現状の分析 

 公共施設の老朽化が進み、今後公共施設の更新・長寿命化等に多額の費用が必要となる。

また、少子高齢社会の進展に伴い公共施設の利用需要がこれから大きく変わると見込まれ

る。 

課   題 

 厳しい財政状況が続く中で、公共施設の老朽化対策等が課題である。 

課題解決に向けた方策 

財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設の最適な配置を実現するために、公共

施設の更新・統廃合・長寿命化などを長期的な視点をもって計画的に行っていく。 

取組内容等 

・公共施設等総合管理計画の策定 

・公共施設実施計画等の策定、及び計画実施 

 

今後の取組方針等 

 

 


